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報告論文

港湾のコンセッションを巡る課題と展望
－インフラファイナンスの拡張－

我が国において，空港を嚆矢として運輸交通インフラのコンセッションが進められ，現在，博多港を先進事
例として港湾分野でも検討が進められている．港湾のコンセッションにおいては，インフラ投資を目指す民
間資金や運営の能力を導入するに際して，岸壁の所有・運営を公共が継続することが大きな特色として挙げ
られる．そのため，公共と民間の連携関係および責任範囲の予測可能性を高めると共に，民間の創意工夫
を引き出すインセンティブの設計や，利用者間の公平な取扱いや利用料金等を巡り，港湾管理者及び利用
者の有する公益と運営権者および投資家の期待とのアライメントが重要である．
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ズ旅客船施設へのコンセッションの導入検討が進められ

ている2）．福岡市においては，福岡空港の民間委託も進め

られており3），空港と港湾という我が国と海外をつなげる運

輸交通インフラの中核施設が共に対象とされており先進的

である．港湾について言えば，ヒトの面ではアジアからの

インバウンド観光客やクルーズ船の寄港の増加，モノの面

では国際海上コンテナ物流の増加を背景として，国際的な

交流が活発化している．そのような成長期待を背景として，

民間の創意工夫と資金を導入するPPPの政策は新たな成長

機会とインフラ投資の機会を生み出し，港湾の商業化の流

れの中でインフラの持続的な成長をもたらすと期待される．

空港や港湾をはじめとする運輸交通インフラの民営化

については，世界的な潮流でもあり，多くの適用事例や先

行研究が存在する．民営化の目的は，多くの先行研究で述

べられている通り，経営の効率性や生産性の向上であり，

経営形態は所有形態を含むガバナンスモデルにより規定さ

れる．しかし，所有形態と運営の効率性やパフォーマンス

の関係については，先行研究間でもコンセンサスは得られ

ていない．

まず空港については，Oum et al.（2006）4）やOum et 

al.（2008）5）などは，民間企業に運営される空港は，公的に

運営される空港より高い効率性を達成しているとしている

が，逆にParker（1999）6）やScotti et al.（2012）7）などは民営

空港よりも公的空港のほうがより効率的であると主張して

いる．空港の所有形態と効率性についての先行研究につい

ては，現時点ではKutlu and McCarthy（2016）8）の整理が

役に立つ．彼らは, 空港所有形態に関連付けて効率性等を

扱った文献について，自身以前に先行研究を秀逸に整理し

た文献であるとするAbrate and Erbetta（2010）9）やVoltes-

1──問題の所在

我が国において，2011年の民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第

117号，以下「PFI法」という）の改正により，公共施設のコン

セッション（運営の民間委託）が動き出している．これまで

にコンセッションが成立している公共施設としては空港と

道路がある．2013年の民間の能力を活用した国管理空港

等の運営等に関する法律（平成25年法律第67号，通称「民

活空港運営法」）の成立を受けて，2016年7月には国管理

空港の民間運営の第1号案件として仙台空港が，会社管理

空港としては2016年4月から関西国際空港の民間による運

営が開始され，道路では10月には愛知道路公社の有料道

路の運営が開始されており，2016年が「コンセッション元

年」とも呼ばれる所以である．その後，空港では2017年に

は高松空港の民間委託が決定し，次いで2018年以降，福

岡空港や新千歳空港等の民間委託が予定されており，水

道においても宮城県等で検討が進められている．

我が国におけるこうした動きの背景は，新たなビジネス

機会を拡大すると共に，公的負担の抑制を図り，経済・財

政一体改革を推進することであり，その手段としてPPP/

PFI，とりわけ民間の経営原理を導入するコンセッション事

業を活用することが重要であるとされている．さらに，コン

セッション事業については，インバウンド観光の拡大等に

よる大幅な需要拡大が期待される空港，港湾等の成長分

野において積極的に活用し，施設のポテンシャルを最大限

活かすことにより，地域における成長の起爆剤とすること

が重要であるとされている1）．

本稿で扱う港湾については，第1号として，博多港クルー
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Dorta and Lei（2013）10）に補足する形で整理している．

Kutlu and McCarthy（2016）8）は，整理した文献の大部分，

特に最近の研究では，民間所有は公的所有より効率的との

結果になっていることを示しつつも，所有の効果は競争環

境に関連する多くの要因に依存することを指摘している．

港湾については，所有形態や組織構造の違いと効率性の

関係を明示的に取扱った先行研究は少ない．民間関与が港

湾の生産性や経営効率性に影響を与えるかどうかについて

は，Liu（1995）11），Notteboom et al.（2000）12），Valentine 

and Gray（2001）13）は否定的な結果を，Cullinance and Son

（2003）14），Tongzon and Heng（2005）15），Vaio et al.（2011）16）

は肯定的な結果を示しているが，Gong et al.（2012）17）が指

摘するように，こうした結果は，公的所有か民間所有かとい

う単純な分類に起因しており，所有とガバナンスという複雑

な特性を考慮する必要がある．この問題は，Tongzon and 

Heng（2005）15）等でも認識されており，Baird（1995）18）で示

された規制機能，地主機能，運営機能を考慮した港湾機能

マトリックスを用い，民間参入は地主・運営機能に限定し規

制機能は港湾管理者に残すべきだとしている15）．

さらに，民営化成功の可否は，ビジネス環境や政府のス

タンスからも影響を受ける．Panayides et al.（2015）19）は，

PPPと制度環境，すなわちガバナンスとビジネス実施指標と

の関係を実証的に検証し，PPPの成功は規制の質，市場の

開放性，ビジネス開始の容易性，契約履行環境の影響を

受けることを明らかにしている．政府の政策が頻繁に予期

せずに変化し，ビジネスの運用における政府の広い干渉が

ある場合は，法律や契約を履行するメカニズムが不十分で

あることが多く，また，港湾の投資や管理に関する政策策

定や実施を政府が効果的に行うのであれば，民間セクター

が関与する必要はなくなると指摘している．Hatani（2016）20）

は日本のスーパー中枢港湾プロジェクトにおける大阪港を

題材に，官民連携における制度に対する柔軟性について論

じている．関係者間連携の欠如，固定的な関係慣習に起

因する硬直性，国際感覚不足による怠慢等を柔軟性に対

する限界として示し，最も重要なのは，主要な関係者が，国

内産業が国際状況にどのように関係し，影響を受けるのか

を正しく理解することだとしている．Galvao et al.（2016）21）

は民営化港湾における官民の利害対立問題を，Wang et 

al.（2014a）22），Wang et al.（2014b）23）は港湾コンセッション

におけるモラルハザード問題を扱っているが，港湾管理者

とターミナルオペレーターのコンセッション契約において，

情報の非対称性がある場合は，両者のインセンティブは自

動的には同調せず，契約におけるインセンティブをいかに

効果的に設定するかが重要であるとしている．

しかしながら，特に港湾分野については，民営化に関して

定式化された知見は確立されておらず，Gong et al.（2012）17）

が指摘するように，空港と比較して港湾民営化は相対的に

多様性と複雑性が強いことが理由として挙げられよう．

コンセッションに限っても，Farrell（2012）24）は契約手続き

やリーシングスキームは地域，国，港湾内でさえ異なると指

摘し，Notteboom et al.（2012）25）も欧州の港湾コンセッ

ション実務では限られたレベルでの収斂しかしていないと

主張している．こうした先行研究は，港湾民営化は，地域

の事情を踏まえながら多様性の中で制度を設計すること

の必要性を示していると言える．さらに，制度の設計や公

共のあり方の重要性を指摘する論者は多く，民間の能力や

インセンティブの活用を進め，官民の連携による相乗効果

を創出するために制度の検討が重要であると言える．

本稿では，必要に応じ空港と対比させながら，港湾の

コンセッションについて，港湾の公共性と長期安定的な

キャッシュフローを求める投資家の観点を含め，課題と展

望について述べたい．課題としては，コンセッション制度に

おいて一般化されるものと，港湾の特性を踏まえた固有な

ものの両方があるが，そのいずれに対しても，我が国にお

いて交通インフラの中でも先行的にコンセッションが適用

されている空港との比較は有益であると考えられる．本稿

の構成は以下の通りである．第2章では，民営化の類型を

整理した上で，我が国の民営化に関連する港湾ガバナンス

制度を踏まえたコンセッションの位置付けについて述べ

る．第3章では，一般論としてのコンセッション制度の特徴，

第4章では港湾のコンセッション実施にかかるストラク

チャーについて，第5章では制度上の課題について検討す

る．第6章が結論である．

2── 民営化の類型と我が国の港湾民営化に関

連するガバナンス形態

2.1  民営化の類型

本稿ではコンセッションについて着目しているが，そもそ

も一般的な意味での民営化においては様 な々形態があり，

論者によって類型の区分も様々である．いずれにしろガバ

ナンスに焦点を当てた整理が必要になる．

世界的に1980年代以降検討されてきた港湾の組織 

改革のガバナンス形態は多様であるが，井上（2014）26）は主

要な形態として地方行政化（Decentralization），商業化

（Commercialization），企業化（Corporatization），私営化

（Privatization）を挙げている．Ferrari et al.（2015）27）は

World Bank（2001）28）による類型化を基に民間型（private 

port），公設民営型（landlord），上下一体型（tool port），

公設公営型（public port）の4類型とした上で，市場志向

性，柔軟性や地域振興へのビジョンや港湾間の連携の強

さの差異を比較している．ガバナンス形態と絡めて各国の
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港湾改革について整理しているBrooks et al.（2017）29）は，

一般的には地方への権限移譲，民営化，商業化の傾向が

強くなってきているが，21世紀初頭に登場した最も一般的

な港湾ガバナンスモデルは，港湾管理者が地主かつ規制

主体となり民間企業が運営する地主モデル（公設民営型）

であるとしている．空港についても，Oum et al.（2006）4）が

同様にガバナンス形態の整理を行っている．このように公

共か民間かという二分論よりも，港湾ガバナンス機能を規

制，管理，運営に区分し，それぞれを誰が担うかで類型化

することが主流となっている．法的な観点から港湾の基本

概念を三つに区分している木村（2015）30）も，概念的に港

湾管理と港湾運営を区別し，それを基にした制度設計をす

ることが重要であると指摘している．

民間関与の程度からの切り口においても, 多種多様な

分類がある. Gong et al.（2012）17）は，単なる商業化（港湾

管理者業務を分割して民間にアウトソーシング），自由化

（規制緩和による民間への開放），民間企業への資産や株

式の売却といった民営化形態の違いがあるとしている．同

様に，空港民営化についても，Carney and Mew（2003）31）

及びGraham（2008）32）によれば，株式上場，トレードセー

ル，コンセッション，プロジェクト・ファイナンス型民営化，

経営委託の五つのタイプに分かれるとされる．さらには，

完全民営化と部分民営化を区分する整理もある17）．民営化

の類型は，ガバナンス形態と民間関与の程度で区分され，

実現するための手段での区分もできる．すなわち，空港及

び港湾のコンセッション方式は，公設民営型のガバナンス

形態に区分され，民間関与を運営権設定という手段により

実現するものと整理できる．

また, 我が国における民間の関与を広い意味で民営化

と表現すれば，公共インフラの民営化は，（a）株式会社の

形態として株式上場などを通じて公共が株式の譲渡を行

うもの（都市鉄道，通信など），（b）株式会社などの形態で

あるものの株式の全部または一部を公共が保有している

もの（空港，地域鉄道，原子力発電など），（c）公共が資産

を所有し，運営を民間に委託するものに大別できる．コン

セッションは，（c）の公設民営型に相当するが，指定管理

者制度と異なり，期間が長期に亘り，独立採算を典型とし

て運営に裁量を有するところに特色があると言える．

2.2  我が国の港湾民営化に関連するガバナンス形態

ここでは，我が国の民営化に関連する港湾ガバナンス形

態を空港と比較しながら整理する．具体的には，港湾運営

会社制度，国際旅客船拠点形成港湾制度，コンセッション

が民営化に関係する中心的な制度として挙げられる．それ

ぞれの概要を整理すると表─1のようになる．

国際戦略港湾，国際拠点港湾のコンテナターミナルにつ

いては，港湾運営会社制度により政策的に民営化の方向

性が規定されている（過去から公団，公社方式による船社

■表—1　�港湾民営化形態の比較
港湾運営会社 国際旅客船拠点形成港湾 クルーズ旅客施設コンセッション（博多港） 空港コンセッション（国管理空港）

運営を可能とする根拠 施設の貸付 施設の所有，岸壁優先使用権の設定 運営権の設定 運営権の設定，施設の所有

（根拠法令） 港湾法第43条の11・第55条 港湾法第2条の3・第50条の18 PFI法第16条・第18条，条例 PFI法第16条，民活空港運営法第4条

権利の性質 賃借権 所有権，使用権 みなし物権 みなし物権，所有権（ビル施設等事業）

地位の譲渡性 なし あり あり あり

施設所有・運営形態

岸壁：  【所有】国・港湾管理者， 
【運営】会社

埠頭用地：  【所有】国・港湾管理者， 
【運営】会社

上物施設：【所有・運営】会社
※土地も含む

岸壁：  【所有】国・港湾管理者， 
【運営】港湾管理者 
ただし，船社に優先使用権

旅客施設：【所有・運営】船社
※土地も含む

岸壁：【所有】国，【運営】港湾管理者
旅客施設：  【所有】港湾管理者， 

【運営】運営権者
※土地も含む

基本施設：【所有】国，【運営】運営権者
照明施設：【所有】国，【運営】運営権者
無線施設：【所有・運営】国
ターミナルビル：【所有・運営】運営権者
土地：【所有】国，【使用権】運営権者

事業範囲
埠頭群の運営
関連事業

旅客ターミナル施設の整備・運営
岸壁の優先利用
クルーズ拠点の形成

旅客ターミナル施設の運営
※岸壁運営への関与は未定

※ 定期借地権で商業施設等の所有・運
営可能

空港運営等事業
空港航空保安施設運営等事業

環境対策事業
その他付帯する事業（提案事業含む）

ビル施設等事業

収入 貸付対象施設からの料金収入
所有施設からの料金収入
（＋船社としての収入）

運営権対象施設からの料金収入
運営権対象施設，所有施設からの 

料金収入

料金規制 原則として自由に設定 原則として自由に設定 柔軟に設定 原則として自由に設定

（公共の権限） 指定権者に書面で提出，変更命令可能 港湾管理者に書面で提出，変更命令可能 港湾管理者に届出，条例等で範囲を設定 国に届出，変更命令可能

資本規制 20％を超える議決権の保有制限 − 法的にはなし（募集時に設定は可能） 法的にはなし（募集時に設定は可能）

事業取消後の引継ぎ
港湾管理者又は別の港湾運営会社に 

引継ぎ
なし なし なし

事業取消後の損失補償 必要なし 法的にはなし（協定上は不明） 必要（公益上やむを得ない取消しの場合） 必要（公益上やむを得ない取消しの場合）

公共の監督措置 報告徴収，立入検査，監督命令 国による指導，助言等 報告徴収，立入検査，指示 報告徴収，立入検査，指示

事業期間 個別の契約 15〜20年程度 未定

仙台：30年＋オプション30年
高松：15年＋オプション30年

福岡：30年
熊本：33年＋オプション15年

対価等 個別の契約 設備投資費用 未定

仙台：22億円＋57億円（株式）
高松：50億円＋16億円（株式）

福岡：1,610億円（最低）＋450億円（株式）
熊本：0円（最低）＋株式＋新ビル投資

株主構成

横浜川崎国際港湾（株）
国50％，横浜市45％，川崎市4.5％， 

民間0.5％
− 未定

仙台：民間100％
高松：地元自治体10％（上限）
福岡：地元自治体10％（上限）

熊本：民間100％
阪神国際港湾（株）

国34％，神戸市31％，大阪市31％， 
民間4％
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への貸付け，スーパー中枢港湾プロジェクトにおけるメガ

ターミナルオペレーター制度を経て本制度に至っている

が，制度創設の背景は津守（2017）33）に詳しい）．国又は港

湾管理者が指定する港湾運営会社に，国や港湾管理者の

行政財産を貸付けすることで施設使用権を取得させ，上

物については運営会社が整備するという公設民営型の一

種で，上下一体化かつ株式会社化という意味での民間の

視点により，埠頭群としての港湾全体の効率的な運営を目

指す制度である．国際戦略港湾については政府出資が可

能で，実際株主構成としては大部分が政府を含む公共と

なっている．この点は空港コンセッションとは大きく異な

る．貸付制度とコンセッションは，根拠法の差異から，公共

施設毎の独立採算を念頭に置くコンセッションにおいては

運営権に担保設定が可能な物権性が認められている点で

法的な構成は異なるが，運営にかかる権利を譲渡する点に

おいて経済的な効果は同様に考えることができる．

港湾運営会社制度はROROやバルクターミナルについて

も適用可能であり，コンテナも含むこうした港湾運営会社制

度が適用可能なターミナルに対して，既に現実的に適用さ

れているものは別として，一つの選択肢としてコンセッション

を適用することは技術的に可能ではある．しかしながら，上

物整備時の無利子貸付制度や税制優遇措置といった支援

制度が存在している中では，支援制度の適用がないコン

セッションが選択されることは現実的には想定されない．

そこで，我が国における港湾分野へのコンセッションの適

用は事実上株式会社化がなされていないクルーズターミナ

ルに限られる．そのため，以下，港湾の中でもクルーズター

ミナルのコンセッションを念頭に置いて議論を進める．

クルーズターミナルへのコンセッションの適用に際して

は，公共が所有・運営する岸壁に運営権を設定するか否か

が問題となる．クルーズ船が使用する岸壁は国有財産であ

ることが多いが，この場合港湾法に基づく管理委託を受け

ている港湾管理者たる地方公共団体が岸壁に運営権を設

定することはできない．技術的にはバンドリングにより国

が岸壁に運営権を設定し, 地方公共団体の所有資産と共

に運営権者を募ることは可能であるが，公共の内部で国と

地方公共団体の間での手続きや権利関係の整理が必要と

なる．何よりも, 民間運営に際し，港湾の特性である公平

性確保の観点からの検討が必要となる．実際，日本の港

湾においては，歴史的に見ても，公共埠頭の運営における

公平性第一の考え方から，物流効率性の追求を通じた国

民経済の全体最適化へのパラダイムシフトとして長期貸付

けや港湾運営会社制度が導入されてきたが，いずれも公共

性の確保は制度的に担保されている．

なお，近年のクルーズ需要の伸びを踏まえて，クルーズ

ターミナルには国際旅客船拠点形成港湾制度が創設され

ている．本制度は，国が指定した港湾において，港湾管理

者とクルーズ船社の間で協定を締結することにより，船社

が旅客施設を整備・運営すると共に，岸壁を優先使用する

ものである．ただし，岸壁優先使用の容認に当たっては，

港湾法第13条第2項に規定される不平等取扱禁止の原則

と整合させるため，港湾管理者による利害関係人への協定

の縦覧を義務化し，また港湾管理者による旅客ターミナル

ビルの使用料金変更命令も可能であること等により恣意

的な運用を排除している．港湾運営会社制度でも公平性

確保は制度的に担保されているほか，株式保有を通じた最

終的な資産の支配権は公共にある．いずれの場合も公共

による所有・運営が前提となっている．こうしたことを踏ま

えれば，競争的な市場において民間が施設を運営する中

では，公平性を確保するという意味でモラルハザード問題

が残る22）コンセッション方式では，岸壁に運営権を設定す

ることは公平性確保の観点から慎重に解されるべきであ

る．例えば，公共の意向に沿わないような特定の船社への

優遇や，施設使用料獲得による利潤最大化を目指して巨

大クルーズ船の寄港を優先するといった事態が生じ得る．

ただし，運営権を設定せずとも折衷的な運用によって民

間の裁量を創出することは可能である．クルーズ旅客施設

のコンセッションと国際旅客船拠点形成港湾制度の共通

点は岸壁の管理・運営が公共にあることであり，この点は

空港のコンセッションや港湾運営会社制度とは異なる．相

違点は岸壁の優先使用権の有無であり，岸壁に運営権を

設定しないことを前提にすると，コンセッションでは，優先

使用権に相当する権限を，契約と官民の調整の中で担保

する余地がある．加えて，港湾管理者との協定により，コン

セッション導入後に国際旅客船拠点形成港湾制度の適用

は可能であると解される．両制度の使い分け，あるいは両

制度の同時適用は，寄港状況やキャパシティといった港湾

の特性や運営権者の株主構成等に依存する．

以上のように，港湾運営会社制度においては，大きな運

営の裁量が与えられながらも実態として公共が大部分の

株式を所有するが，国際旅客船拠点形成港湾制度やコン

セッションにおいては，事業範囲を限定しつつも，民間企

業による資本の導入まで行われているという違いがある

（もっとも，前者において公共の所有が当然に予定されて

いる訳ではない）．空港コンセッションについては，両方の

観点から範囲が広いが，この差異は港湾の公共性の確保

という特性を反映したものと解される．

3──コンセッション制度の特徴

3.1  公共性と利潤動機

コンセッションは，PFI法により創設された運営権という
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物権の設定や実施契約等の契約上の合意を通じて，公共

インフラ（公共施設）の運営に関して民間の創意工夫を引

き出すことを可能とする新しい制度である34）．既に空港な

どで事例が蓄積されているが，港湾に適用する場合でも

基本的な構造は同一である．公募によって選定される運営

を担おうとする企業は，運営権を所有し運営権者となる運

営会社（特別目的会社，以下「SPC」という）を新たに設立

し，その運営権者は，公共の定める要求水準，自らが公募

において提出した提案書類や公共と締結する実施契約等

の契約に従って，施設の使用にかかる使用料等の収入の

収受権を得る一方，運営期間に亘って設備投資を実施し，

施設の維持管理を行う義務を負う34）．公共施設の運営に

かかる事業リスクは公共から民間に移転される．運営権者

は運営権を取得し，事業リスクを取り，そして運営期間の終

了と共に退出していく．

キャパシティに余裕のある施設については，使用料を引

き下げ，新規の利用や増加を促し，利用客受入施設の商

業機能における利用者数増加によって全体の収益を引き

上げるモデルが考えられる35）．利用者を顧客として見る観

点，特にキャッシュフローをもたらす消費者として捉える観

点は，これまであまり重視されてこなかったが，インフラの

運営全体で見た場合には，利用者がもたらすキャッシュフ

ローは施設を維持・改善し，より良いサービスを提供する

原資となる．そのインセンティブは，収益の最大化を目指

す民間企業および投資家が意思決定を行うところに由来

する．もっとも，そのような利潤動機は，施設の公共性と相

反する契機も考えられる22），23）．このような点は，空港，港

湾など，個別の公共施設毎に異なった側面を有するため，

個別に検討が必要である．

3.2  上下一体化

コンセッションにおいて委託範囲は一つの焦点である．

我が国の公共施設の民間委託における一つの課題は，公

共の所有・運営する事業と民間の所有・運営する事業が混

在していることである．空港においては，滑走路（エアサイ

ド）を公共が所有・運営する一方で，カウンターや飲食・物

販店舗が並ぶターミナルビル事業（ランドサイド）を民間企

業が所有・運営してきた経緯がある．このような事情は港

湾においても一定程度見受けられる．コンセッションの実

施においては，民間の経営リスクにおいて独立採算を基本

として公共インフラ施設の運営をするため，一体運営を実

現することが望ましい（いわゆる運営の上下一体化）．

このため空港のコンセッションの構成としては，公共は

滑走路の設置管理者として所有権を維持しつつ運営権者

に対して運営権を設定し，不動産としてのターミナルビルを

所有し事業を営む企業（一般的には，公共と民間の共同

出資による第3セクター）の全株式を運営権者に譲渡する

組合せによっている．公共は，ターミナルビル会社の全株

式の譲渡予約権を旧株主から予め固定価格で取得した上

で空港運営事業の公募を実施し，公募の結果として選定

された運営権者は，公共から予約権を譲受し，行使するこ

とによって全株式を取得する構成である．従って，運営権

者は，空港運営等事業については運営権，ビル施設等事

業については企業の株式の所有権を取得することで，事業

を一体的に運営することができる．運営終了時において

は，運営権者の運営権は有期限の運営にかかる実施契約

の終了に伴い消滅し，ターミナルビルを時価で再譲渡する

設計となっている．

この権利構造を，旅客を扱うという点で港湾の中でも空

港との類似性が高いと考えられるクルーズ旅客施設のコン

セッションについて見ると，岸壁は引続き公共が所有・運

営し，かつ，ターミナルビルの所有権は移転せず，運営権

が設定される点が特徴となる（図─1）．空港においては，

滑走路に対して物権たる運営権の設定が行われている

が，クルーズ旅客施設のコンセッションの場合，岸壁には

運営権は設定されず，引続き港湾管理者が岸壁の運営権

限を保有することが想定される．つまり上下一体化の観点

では，空港のコンセッションにおいては上下一体化が貫徹

港湾関連用地
ふ頭
用地

岸壁

旅客ターミナル

港湾管理者

国

港湾関連用地
ふ頭
用地

岸壁

旅客ターミナル
港湾管理者

国

運営権者
商業施設

滑走路エプロン 誘導路

無線
施設

国

三セク

国

運営権者

空港用地

旅客ターミナル

滑走路エプロン 誘導路

無線
施設

空港用地

旅客ターミナル

クルーズターミナル 空港

■図—1　コンセッション適用時の責任区分
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されているものの，港湾においては岸壁使用において公共

の関与が強いと言える．上下一体化がなされていないので，

旅客ターミナル施設の収益性を高めて岸壁使用料を低減

させるなどの誘致戦略には裁量がなく，公共との契約と調

整が必要である．

3.3  有期性

コンセッションのもう一つの大きな特徴として，運営の有

期性が挙げられる．通常，公共インフラは個別の民間企業

の利潤動機や栄枯盛衰の影響を受けずに安定的な利用

に供することが期待されている．しかし，一定のキャッシュ

フローを安定的に生み出す施設については，年金等の長

期的な負債を有するが故に長期的な投資案件を必要とす

る投資家の選好するところとなり，いわゆる民営化が可能

となる．永久的な民営化は，所有権の譲渡である．インフ

ラ分野では，JRやNTTの上場による株式譲渡（公共におい

ては株式処分とも呼ばれる）がその事例である．投資家

は，その株式を所有すれば，完全な処分権を有し，企業を

通じて，インフラの資産を間接的に所有することになる．こ

の場合，公共は，再び鉄道や通信インフラを所有したいと

考えても，投資家との交渉や市場取引が成立しないことに

は通常は不可能であり，所有権者の優位性がある36），37）．

一方で，コンセッションにおいては，公共が所有権を維

持した上で，運営期間が当初から定められていることが特

徴である．経営を担う民間企業は，その運営を公共に戻

し，公共は新たな運営主体を選定するか，再び事業を自ら

担うかを選択するが，いずれにせよその決定権は公共に留

保されている．これは永久的な民営化となる株式の譲渡と

対照的な，有期限の民営化である．公共は，インフラの永

続的な提供を行う目的を引続き有する一方で，個別に範囲

に差異があるものの，一定期間の運営を切出して民間に委

託する形である．これは，契約において様 な々課題を有す

る一方で，公共施設の永続的な譲渡が望ましいかどうか

見極めが付かないケースや，これまで公共が独占的に運営

を担ってきたが故に民間企業において運営経験が乏しい

ケース，海外に直接的につながる空港や港湾など，公共が

災害・テロ等の際の対応を迅速に行い得ることが望ましい

ケース等において有効であると考えられる．

もっとも，同じく広い意味でのインフラ分野であっても，

設備や機械が使用後に寿命を迎え，一定期間後に除却ま

たは更新される発電設備や航空機や，港湾全体の運営方

針に依存する部分的な埠頭や地区の運営委託となれば，

永続性は必ずしも自明ではない．港湾では，埠頭単位，地

区（埠頭群）単位でのコンセッションが一般的であること

から，他地区の整備等など，港湾全体における当該地区の

位置付けの変化が永続性に影響するケースも考え得る．し

かしながら，他地区における計画は当然に契約の前提とさ

れるか，あるいは事後的に策定される計画による影響の補

償は契約上担保されるべきものであるので，運営者側から

見れば，こうした場合でも事業継続がなされるという意味

で永続性が確保される場合もある．プロジェクト自体の範

囲や寿命が定義され，新規投資を行う機会が乏しく，有

期性を有する場合には，有期の経営を行うことが整合的

である．ところが港湾全体や空港の場合では，プロジェク

トの寿命は想定されず，全体の廃港などを措置しない限り

プロジェクトは継続する．その観点では，経営も永続的で

あり，有期性は必ずしも整合的ではない．実際，鉄道や通

信では，永続的な株式の譲渡と共に，経営の永続性が存

在する．従って，永続的に提供することが期待されるイン

フラ資産において有期性を有するコンセッションが選択さ

れることは一見整合的ではなく，上述の民間委託にかかる

不確実性や永続的な譲渡の望ましさについて情報が不完

全であることに由来し，有期性の利点が上回る比較考量

の中で定められていると考えるべきである．また，いずれ

の場合においてもインフラ資産の有する公共性から，公共

が何らかの規制を継続することは想定され，鉄道や通信に

おいても個別法令において規制が行われたり，公共の一

定の株式所有が維持されたりしている．コンセッションに

おいては，法令の適用も行われるが，個別の規制は実施

契約などの契約によって行われている．

ところが，長期に亘って多数の利用者が関与するインフ

ラ資産についてあらゆる事態を予め想定した契約を書く

ことは不可能である．この契約の不完備性から，多くの予

見し得なかった事象は事後的に当事者間の交渉によって

決定される．その際，所有権を有する主体の交渉力は高

く38），39），災害やテロ等の対応時の不確実性を踏まえ，公

共が所有権を留保することを選択することには合理性が

ある．当然，この権利を留保することについて，公共は，例

えば運営権の対価の減少等を通じてコストを支払う必要

がある．制約がない場合の運営権対価との差異は，公共

性の維持のためのコストであると捉えることができる．

一方で，民間企業においても，直接の運営経験がなく不

確実性が高い一方で義務として担う事業の場合，そのリス

クテークの余力の範囲内で可能な事業のホライズン（事業

の運営を見通す期間）は自ずと限定される．その観点でも，

有期限の運営は，永続的なリスクテークの判断を行うのと

は対照的に，民間委託事業を終了させることが確定される

ことによって将来の確定時期における出口が予め用意され

ている点で，予見可能性が高いと言える．仮に損失を被っ

たとしても，事業の終了が可能であるから，損失がその範

囲に限定されている．損失を継続した場合には公共が委

託を期間の途中で解除できる権利を契約において確保す
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ることが通例であるが，これはその損失の限定を更に強め

ていると見ることができる． 

4── 港湾コンセッション実施にかかるストラク

チャーの検討

4.1  所有権構造

港湾分野で検討が進められているクルーズ旅客施設の

コンセッションにおける最大の特徴は，上述の通り，公共

が岸壁を所有しつつ，基本的には公共が運営を行い，岸壁

使用料を収受し，維持管理を担う点である．もっとも，公共

による運営下であっても，公共が定めた料金や割当てや料

金の規制（予約ルール）の範囲内で運営権者が実際の岸

壁の割当てを行うことは可能である．

この点は，運営権を設定し，運営権者が着陸料等につ

いて不当な差別的取扱いや社会的経済的事情に照らして

不適切な取扱いを禁じる空港法第13条第2項第1号および

第2号の範囲内であれば，運営権者が滑走路の運営に関

する裁量を有し，着陸料等の収受を行い，公共が定めた要

求水準の下で維持管理を担う空港と対照的である．もっと

も，空港についても，羽田空港を筆頭とする混雑空港につ

いては，公共による使用許可制度を通じて公平性の確保

が図られ，既に運営権が設定されている関西国際空港お

よび大阪国際空港や，今後運営権の設定が見込まれる福

岡空港についても，運営権の設定によっても公共の関与が

続くので，原則と例外の位置付けが反対になっていると見

ることもできる．同様の許可制度は港湾には存在しないの

で，制度の相互補完性から見れば，キャパシティ制約のあ

る港湾の岸壁に運営権を設定する場合には同様の措置が

必要となろう． 

なお，クルーズターミナルにおいて旅客ターミナルの施設

使用料については，収受が行われている事例は国内では

ないが，コンセッションを導入する博多港では収受が見込

まれている2）．また，旅客数と連動した価格体系や新規就

航時の割引などの柔軟な岸壁使用料の制度の導入を通じ

て港湾利用者と運営権者が需要リスクをシェアし，港湾利

用者の新規就航に際しての初期コストや不確実性を低減

させる戦略にも，運営権者の料金制度の裁量が旅客ター

ミナル施設に限られる場合，制約が生じる． 

このように港湾と空港の間で原則と例外が入れ替わっ

ている一つの理由は，一般的に見た場合のインフラ資産

の回転の違いによるものと考えることができる．1日に数多

くの発着がなされ，次 と々滑走路が異なる航空会社によっ

て使用される空港に対して，港湾については半日程度に亘

る係留が通常であり，自ずと利用できる船社の数が限られ

る．キャパシティに制約が存在する場合がより多く生じる

と考えられることから，独占的な利用については限定的に

考えることが必要である．また，空港における滑走路も同

様であるが，岸壁の維持管理費用は大きく，地方では収支

の厳しい港湾もあると考えられ，全体として民間の資本コ

ストに見合うものにならない可能性もあり，継続的な収支

の測定が課題となる．ただし，港湾についても個別に見る

と，例えば博多港の例で言えば，利用客数も好調であり，

キャパシティの拡張がなされる途上にあることから2），公平

性の確保にかかる公共の監視または関与の下で，運営権

者による運営を一部可能とする余地はあると考えられる． 

4.2  インセンティブ

上記のような所有権構造の一つの帰結として，運営権者

のインセンティブの違いが生じる．クルーズ旅客施設の運

営権者は当該施設の運営に関してのみ裁量を有するため，

港湾の利用者増加によるターミナルビルの利用の増加に

よってキャッシュフローを享受することを念頭に，運営権者

が誘致に取組むことは期待できるが，上下一体化がなされ

ていないが故に，アップサイドが限定される分，運営権者

の新規誘致に取組むインセンティブは減殺される．クルー

ズについては，寄港でなく発着港としての利用によって非港

湾系収入のキャッシュフローが増加し, 併せて博多港の場

合にはMICE施設や商業施設との一体運営が予定されてい

ることから2），相乗効果を念頭に置いた誘致構成が一つの

戦略となるが，運営権者のインセンティブの観点からは，そ

の結果として公共に帰属するアップサイドを運営権者も得

る設計が望ましい．同様に，公共についても収益連動負担

金の設定などを通じて一部を享受する余地がある．

また，公共による岸壁の運営と民間によるターミナルビル

の運営が並行する場合には，インセンティブに加えて，誘

致や岸壁の使用において，相互のコーディネーションが生じ

る38），39）．従来公共の内部で自己完結していた事業を公共

と民間に跨がるパートナーシップに変換するのであるから，

それにより新たに発生するコーディネーションコストは重要

である．空港の様に独立採算型のインフラ資産の運営に

おいて，経営主体を一本化することは重要であり，公共性

故に困難であっても，公共と運営権者の裁量の範囲を明確

にするなど，コーディネーションコストの低減が必要である． 

5── 港湾コンセッション実施にかかる制度上の

課題

5.1  公共と民間の責任範囲の明確性

港湾のコンセッションのストラクチャーにおける課題とし

て，PPP全般について言えることであるが，特に独立採算

型のPPPにおいては，公共から民間に事業リスクの移転が
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なされる一方で，公共が公共施設の所有権者の地位を維

持しながら，運営の委託者として民間企業との間で契約上

の様 な々地位を得ている点において，公共と民間の関係性

が重要であることが挙げられる17）．

上述した有期性によって，特に重要なのは運営にかかる

予測可能性である．クルーズターミナルのコンセッションに

おいては，公共が運営において関与を継続することから，

公共と民間の日常の運営における連携が深く生じ得る．空

港においても管制機能については引続き公共が全国一元

で担うこととされており，その意味で公共と民間の連携が

行われているが，港湾においては，管制業務に相当する港

長業務に加え，空港におけるスポット管理などの民間に委

託されている業務に相当するバースウィンドウの割当て業

務など戦略に直結する具体的な運営についても部分的に

公共が担うことになるという違いがある．このコーディネー

ションコストを抑制することは，PPPの成功に不可欠であ

る．コーディネーションコストは，究極的には利用者が負担

するものであるから，港湾の競争力向上のためには尚更で

ある．

また，有期性を背景として，投資回収の問題が生じ，コン

セッションにおいては，過小投資が常に問題となる．これ

は，運営を担う運営権者たるSPCについてはゴーイングコン

サーンを想定しておらず，運営期間が終了すれば運営権者

は運営から生じる利用者からのキャッシュフローによる投

資回収の機会を失うことから，それを予め認識している運

営権者としては運営期間の終了が近付くにつれて所有が

公共に帰属する投資を予め抑制するインセンティブを有す

るという問題である．この過小投資問題の一つの解決とし

て行われているのは，新たに行われた投資について，所有

が公共に帰属する資産の時価を公共又は運営期間終了後

に新たに運営を担う運営権者が支払うことによって運営権

者の投資回収を可能にさせるというものである．回収可能

な範囲や時価については不確実性が伴うが，これは空港

ターミナルビルのように運営権者が所有権を有しており，運

営期間終了時に時価で譲渡するものについても同様に生

じる問題である．港湾について言えば，旅客ターミナルビル

施設の評価の予測可能性が課題となる．

5.2  利害の対立

クルーズターミナルのコンセッションにおいて重要な点

は，その公共性を利潤動機に基づく民間の運営において

も維持することである．そのために契約が重要であること

は既に述べたが，具体的に港湾における利用の重要性を

挙げると次の点が挙げられる．

第一に，各種使用料の設定や使用日の割当てにおける

差別的な取扱いである．岸壁に運営権を設定せず，岸壁

使用について公共が引続き価格設定や割当てを行う構成

であれば問題にならないが，ターミナル施設使用料につい

ては運営権者が設定でき，岸壁運営に運営権者が関与す

ることも考えられるので敷衍したい．岸壁使用については

不当に差別的な取扱いが行われないことは港湾法におい

て担保されているものの，価格について言えば，サービス

水準，柔軟性やリスクテークの度合いなど便益の差異に基

づく価格の差異は合理的である．港湾の市場における価

格の決定において，運営権者に裁量が与えられて然るべき

である．価格に上限を設けたり，公共の認可制度を導入す

ることも考えられるが，その場合には，コストにかかる真の

情報は運営権者の内部にあるため，情報の非対称性の存

在からその価格の正当性が問われるのみならず，より重要

な問題として，利用者に対する便益を引き上げ，より高い

価値を実現したり，コストを引き下げることで競争的な価

格を提供したりしようとする運営権者のインセンティブに

与え得る悪影響が問われる．港湾は地域的に独占が働く

事業であるため，公共の関与が望ましいが，ポートセールス

を巡る国や地域間の競争や輸送インフラ間の競争が働く

場合は，公共の関与が可能な限り限定的であることが望ま

しい．また，公募における競争を通じて，運営権者候補が

魅力的な価格体系を提案することが期待され，その競争

を通じた規律が働くことによって，利用者を含めた厚生の

改善が図られると考えられ，競争環境の評価や公募にお

ける競争性の確保が重要である．空港のコンセッションに

おいては，空港法に基づく差別的な取扱いの禁止などの

規制を前提として，運営権者に裁量が与えられているが，

これは少なくとも公募における競争性の存在を前提として

いると考えられる．

次に割当てについては，特定の利用者に偏重した不平

等な運営がなされないことが重要である．上述のように，

港湾では公共による岸壁運営が原則と考えれば問題とな

らない．現実のキャパシティの制約の有無が重要であるが，

キャパシティに制約がある場合には，予約ルールに加え，

価格メカニズムを通じた需給の調整が一つの方法である．

5.3  出資規制上の課題

公共と民間の利害の対立の問題を踏まえ，クルーズター

ミナルのコンセッションを担う運営権者への出資に関する

課題について述べたい．前述の通り，コンセッションにおい

ては，公共が資産の一部を所有しつつその運営を民間に委

託するという形式を採り，その委託範囲が焦点となるが，こ

こで問題となるのは，運営を担う企業に対して再び公共が

株主として参加することを巡ってである．港湾のコンセッ

ションの事例は未だないが，空港のコンセッションにおいて

は，高松空港や福岡空港において香川県や福岡県が出資
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を行う制度となっている．公共が一部の所有権の留保を望

む理由として考えられるものの一つは，運営会社のモニタ

リングのためである．契約によって情報開示が行われるに

せよ，契約は不完備であり，株主の方がより豊富な情報を

手にする可能性がある．もう一つは，運営に関する発言力

の確保である．当然のことながら，契約が不完備である場

合には企業の行動に裁量が生じる．その場合の行動の選

択に際しても，発言力を確保するということも考えられる．

この公共による出資の動機は，5.1節及び5.2節で述べた

港湾における公共と民間の間の高いコーディネーションの

必要性や利害の対立の問題に関わる．なぜなら，公共の運

営権者への出資は，公共が時として相反する立場にある双

方の立場に共に関与することを意味するからである．上述

の通り，特に港湾においては運営における公共の関与が深

いため，出資においては立場を兼ねることの問題がより大

きくなる． 

公共の動機は，運営を引き受ける民間企業と一致しな

い．議決権比率が高い場合など，公共がその発言や影響

力に裁量を有すれば有するほど公共と民間の間のコーディ

ネーションコストがさらに増大し，不確実性が増す．例え

ば，公共は民間と同じ利潤動機を有さず，かつ，利害関係

者の範囲が異なるので，意思決定や選好に差異が生じる．

さらに，公共の内部で利益相反が生じる．所有者として運

営を委託する主体と，利潤動機に基づいて運営される受

託者たる運営権者の双方に公共が関与することによって，

例えばプロジェクトが不調になった場合の責任の所在が

曖昧になったり，委託者として受託者の責任を追及するこ

とが減殺されたりする恐れがある．これは港湾において

5.1節で述べたように運営における公共の関与が深く，責

任範囲の明確さが必要であるだけに問題となる． 

これらの結果，運営にかかるコストやリスクが高まるの

で，民間は公募参加を躊躇したり，参加したとしても運営権

対価などの提案において消極的になったりする可能性があ

る．この差額，つまり公共の出資がある場合とない場合の

差額は，公共がそのような参加を確保することの対価であ

ると見ることができる．このように見れば，望まれることは

次の2点である．第一に，プロジェクトが好調である時にせ

よ不調である時にせよ，公共の行動に関しての予測可能性

を高めることである．これはコーディネーションコストの削

減に資する．これは逆から見れば公共の裁量の余地を狭め

ることも意味する．第二に，公共の果たす役割を明確にす

ることである．運営権者の株主は運営に必要な能力や役割

をそれぞれ有し，それを持寄る形で運営権者を成立させる

ことができるが，公共が明確な役割なしに株主として関与

することには限界があり，上記の弊害なしとしない．

なお，公共の出資だけでなく，株主の規制では，港湾利

用者の中で特定の民間企業である船社などを株主として

許容するかという点も問題となる．空港においては，航空会

社は企業会計基準において運営権者が航空会社の関係

会社とならない株式の保有比率（例えば15％未満），また複

数の航空会社の合計で3分の1を超えない比率とする事例

がある他，航空会社の出資を禁止した事例もある3），40），41）．

港湾においては，地域の固有の事情にもよるが，キャパシ

ティの制約がある場合には，上述の港湾のインフラ資産の

回転の低さから，少なくとも空港と同等かそれ以上の制約

が必要であると考えられるが，現実的にクルーズターミナル

を運営する専業企業が少なく，船社と兼業されていること

を踏まえれば，民間の経営ノウハウの活用や公募における

競争性の確保の観点からは相反し得るため，具体的な規

制のあり方は今後の港湾のコンセッションの実施における

課題となると考えられる． 

5.4  運営権対価の課題

制度設計における公共と民間の立場の相違のもう一つ

の表れとして，運営権対価の問題がある．先行事例の空港

においては，運営権対価の支払い方法には，一括と分割の

二通りがあるが，港湾においても同様の多様性が予想され

る．特に大規模な案件の場合には，初期の投資負担の軽

減や公共から見た安定的な歳入の確保などを念頭に空港

の事例で導入されたように，運営権対価を分割で支払うこ

とが許容される可能性があるので検討が必要となる．一

般に異時点間のキャッシュフローは，現在価値の比較に

よって行うことができるが，そこでしばしば問題となるの

は，割引率の設定である．民間において用いられる一つの

方法は，リスクのあるキャッシュフローを，類似のリスクに

対して投資家が要求する資本コストによって割引くことで

ある42）．港湾については，国内に豊富な参照事例があると

は言えないが，そのようなアプローチによって資本コストを

求めることは可能である．そのリスクは運営権対価を支払

う運営権者の負債に類似するリスクであると考えることが

できる．もう一つの方法は，将来のキャッシュフローを確実

と考えられるレベルにまで調整した上で，リスクフリーレー

トによって割引く方法である43），44）．いずれの場合にせよ，

運営権者が新設されるSPCである以上，そのリスクは個別

に評価される必要がある．故に，複数の提案の比較の際

には，単一の割引率を用いることができず，各提案者の信

用力の差異を反映することが必要である．一括支払いの場

合にはこのような問題は生じない．このような問題に対処

することは，提案の選択肢の多様性を提供することを通じ

て，多様な主体の公募参加を促し，5.2節で述べた競争性

の向上に寄与すると考えられる．

運営権対価の一部として，運営期間の延長オプションの
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価値が含まれる．空港のコンセッションの一部において

は，延長オプションが設定されており41），42），港湾において

も同様の設計は可能と考えられる．延長オプションとは，

事業期間の終了前に一定の予め定められた範囲内で任意

の運営期間の延長を行うことができる運営権者の権利で

ある．その際，追加的な対価の支払いは要さない．このよう

なオプションが設けられる一つの理由は，民間の創意工

夫の投入の結果，事業運営の改善や成長に成功し，その

果実をさらに長期に亘って享受したいと考える時に，それ

を可能にすることである．運営期間が有期である意味にお

いてリスクは一定期間に限定されている一方，延長オプ

ションによって事業が好調の場合にのみ継続する選択肢

を得ることができる．

問題は，この延長オプションの評価である．ここで問題

にするのは，港湾においても空港同様，長期の運営がなさ

れると考えられる一方で，空港の事例においても議論が見

受けられないためである．公募において提案される運営権

対価に内在されると考えるにせよ，伝統的なオプション価

格理論を前提に考える限り，20年先，30年先の行使による

オプションの現在の価格はほぼゼロに等しい45），46）．現在

から20～30年先に事業を開始できるオプションだけを取出

して入札した場合を考えてみると，これは直感的である．

ところが当初の事業期間の終了時に，運営権者がオプ

ションを行使したいと考える良好な事業環境下において

は，そのオプションは価値を有している．つまり運営権者

は，オプションをゼロに等しい価格で取得し，価値が生じ

ている場合にのみそれを行使する．これを，延長オプション

を設定せずに，当初事業期間の終了時に再び運営権者を

公募する場合と比較すると，その場合には当然新たに運

営権対価が支払われるはずである．つまり，行使期間が超

長期となるオプションの設定において，行使時に追加の対

価の支払いを要しない（つまり行使価格をゼロとする）こ

とは，運営権対価に含まれるオプション価値を過小評価す

る可能性がある（図─2）．

この問題を解決するためには，延長オプションの行使時

において，従来の事例ではゼロとされている行使価格をプ

ラスの値にすることが望ましい．これは，延長期間に応じ

た運営権対価を追加的に支払うに等しい．このように設定

しても，いずれにせよ民間企業の評価する行使価格の現

在価値はほぼゼロに等しく，オプションがほぼ評価されな

いという意味で民間企業の運営権対価の設定行動に影響

を与えない一方で，公共からすればコンセッションを継続

する際には運営権対価の収受が見込まれる．運営権者か

らすれば，新たな公募を経ずに，当初合意した対価を支

払った上で運営を継続できる権利を得ることに等しい．行

使価格の設定においては，当初の公募における提案事項

に含めたり，新たな運営権対価を当初運営期間と延長期

間の比例按分によるなど何らかの算定ルールを予め定め

たりすることが必要である．このような問題は，運営権対

価が巨額となる大型案件において特に重要である．空港で

は大型である福岡空港や北海道内空港においては延長オ

プションが導入されていないので問題にならないが，港湾

の大型案件において導入される際には考慮が必要で

ある．

6──結論

インフラの運営や投資を民間の手に委ねようとするいわ

ゆるインフラの民営化は，港湾や空港などの商業化の文脈

や公的年金など長期性のキャッシュフローを求めるインフ

ラ投資の文脈で注目を集めているが，その形態は一つで

はない．我が国においては80年代の株式会社化および株

式譲渡による手法を経て，現在はコンセッションも登場し

ている．本稿で主眼となる港湾，特にクルーズターミナルの

コンセッションでは，公共が基本的に岸壁を所有・運営す

ることから公共の関与度合いが高いという特性を踏まえ

つつ，岸壁の優先利用や維持管理を巡り公共と民間の間

に生じる調整や利害の対立の問題，大型の港湾のコンセッ

ション案件で検討される中で検討が必要と考えられる運

営権対価の問題について論じた．港湾というインフラの利

用者，民間の運営主体や投資家など，港湾を取巻く様 な々

利害と関心を有する主体にとって最も効果的な制度設計

は所与ではなく，港湾であれば回転率に見られるような

インフラの特性や地域の事情も踏まえつつ制度を構築し

ていく必要がある．その結果として民間の負担するリスク

に関する予測可能性が高まることによって従前は公共が

担わざるを得なかったインフラの運営が，民間のリスク許

容度においても可能となったり，運営に新たな創意工夫が

もたらされたりすることが期待でき，公共においても財政

負担の軽減の契機となるといった変化がもたらされる．特

に港湾においてはコンセッションの適用が今後見込まれ

る段階にあり，公共と異なるリスク許容度やインセンティブ

運営延長の
事業価値

追加的な運営権
対価（再公募の
対価と同等）

将来現在

運営延長の
現在価値
（微小）

追加的な
運営権対価の
現在価値（微小） 運営延長の

事業価値
運営権対価なし
（非行使）

好調

不調

■図—2　延長オプションの比較
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を有する民間の能力と資本を投じて，公共性を有する資産

の運営を成功に導くためには，特に岸壁を公共が所有・運

営することを一つの特徴として，予測可能性が高い公共と

民間の連携が必要不可欠である．空港を中心として様 な々

インフラのコンセッションの事例が生まれているが，博多港

という大型の港湾においてもコンセッションの検討がなさ

れる中，公共と民間の工夫によって検討を前進させていく

ことには意義がある．

インフラの中でも運輸交通インフラは，企業であっても

消費者であっても利用者が日々存在し，絶え間なく供用さ

れている．民間のオペレーションの創意工夫と資本投入に

よるリスクテークによってインフラの提供が行われること

は，一方では公共の有するリスクや公共性を，しばしば要

求水準のように拘束力を有する義務として民間に移転する

と共に，他方では民間のリスク許容度の範囲内で，有する

利潤のインセンティブを背景とした運営の創意工夫や経

営資源の有効活用を通じて，利用者の便益の向上や価値

の創出につながることを意味する．特に我が国においては

交流人口の増加やインバウンド観光客の増加の過程に置

かれており，そのような政策の前提となる運輸交通インフ

ラの高度利用を進めることは重要である．1980年代の鉄

道，2010年代の空港に始まり，そして2020年代に差し掛か

ろうとする現在において港湾が検討されている．公共と民

間がそれぞれコントロール可能な適切なリスク分担によっ

て，コンセッションの適用分野がさらに拡大していくことに

本稿が幾らかでも資するところがあれば，筆者らとしては

望外の喜びである．
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A Perspective of Japanese Seaport Concession: An Extension of Infrastructure Investment

By Daisuke ASAOKA and Yoshihisa SUGIMURA

Japan is moving ahead with the privatization of public infrastructure by means of concessions. Airports have led the way, 

followed by seaports as exemplified by the Port of Hakata. With seaport concessions, piers remain under the ownership 

and operation of the public sector. This characteristic makes it more important to enhance coordination between the 

public and private sectors and the predictability of the fields involved. While providing incentives for private-sector 

creativity, seaport concession must also align the public interests of administrators and users with the expectations of 

concessionaires and investors over issues such as the treatment of users.
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